
（単位：円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 2,500,946,308 流動負債 1,166,821,573

現金及び預金 1,516,986,148 買掛金 560,196,149

電子記録債権 508,706 未払金 356,171,274

売掛金 869,803,340 未払費用 20,452,849

前払金 11,630,018 未払法人税等 82,754,600

仮払金 104,220 未払消費税等 76,304,700

未収入金 60,071,485 契約負債 16,887,001

立替金 13,337,781 預り金 8,905,833

前払費用 28,504,610 仮受金 37,840

固定資産 6,450,975,905 賞与引当金 45,111,327

有形固定資産 6,132,003,513 固定負債 2,885,497,511

建物 4,449,993,702 長期借入金 2,750,000,000

建物附属設備 1,127,343,071 退職給付引当金 50,349,570

構築物 926,696,136 資産除去債務 73,531,429

機械装置 12,762,888,012 繰延税金負債 11,616,512

車両運搬具 305,844,468 負債合計 4,052,319,084

工具器具備品 212,104,291 （純資産の部）

減価償却累計額 △ 15,083,711,586 株主資本 4,904,654,711

一括償却資産 716,421 資本金 90,000,000

土地 1,047,340,361 資本剰余金 3,170,500,000

建設仮勘定 382,788,637 資本準備金 1,710,000,000

無形固定資産 458,651 その他資本剰余金 1,460,500,000

施設利用権 310,745 利益剰余金 1,644,154,711

電話加入権 147,906 その他利益剰余金 1,644,154,711

投資その他の資産 318,513,741 特別償却準備金 41,309,137

投資有価証券 92,158,964 固定資産圧縮積立金 90,081,002

関係会社株式 82,300,000 繰越利益剰余金 1,512,764,572

出資金 2,011,000 （うち当期純利益） 351,716,557

長期貸付金 26,078,324 評価・換算差額等 △ 5,051,582

長期前払費用 33,130,900 その他有価証券評価差額金 △ 5,051,582

差入保証金 82,834,553 純資産合計 4,899,603,129

資産合計 8,951,922,213 負債・純資産合計 8,951,922,213

（2024年３月31日現在）
貸　　　借　　　対　　　照　　　表

DINS関西株式会社



個別注記表

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

　　　 子会社株式及び関連会社株式　

　　　 その他有価証券

　　　　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　 主として定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

　　定額法）によっております。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　 定額法によっております。

　　　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　（３）引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　　 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、

　　回収不能見込額を計上しております。

　　②賞与引当金

　　　 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

　　③退職給付引当金

　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　　　 なお、退職給付債務は、期末自己都合要支給額に基づき計算しております。

　（４）収益認識及び費用の計上基準

　　当社は廃棄物処理事業を行っており、顧客との処理契約に基づいて廃棄物の処理を行う履行義務を負っております。当該処理契約は、廃棄物の処理を完了する

　ことで履行義務を充足する取引であり、廃棄物の処理完了時点において収益を認識しております。また、当社が代理人として廃棄物処理に関与している場合には、

　純額で収益を認識しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

　（２）剰余金の配当に関する事項

　　①配当金支払額

　　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

移動平均法による原価法

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

株式の種類
当事業年度

期首株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末

株式数(株)

普通株式 36,000 － － 36,000

効力発生日

2023年６月８日
定時株主総会

普通株式 352,800,000 9,800.00 2023年３月31日 2023年６月９日

決議 株式の種類
配当金の総額

（円）
１株当たり配当額

（円）
基準日

効力発生日

2024年６月７日
定時株主総会

普通株式 176,794,500 利益剰余金 4,910.96 2024年３月31日 2024年６月10日

決議予定 株式の種類
配当金の総額

（円）
配当金の

原資
１株当たり配当額

（円）
基準日


